
2025年 9 月 4日 
企業会計基準委員会 御中 

公認会計士 竹村純也 

「後発事象に関する会計基準（案）」等に対するコメント 

2025年 7 月 8日に貴委員会から公表された「後発事象に関する会計基準（案）」等につ
きまして、コメントを表明する機会を賜り、厚く御礼申し上げます。 
日本初となる後発事象に関する包括的な会計基準の策定という歴史的な取り組みに敬意

を表しつつ、今後の審議において建設的な議論の材料となることを願い、以下に意見を提
出いたします。 

質問 1（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案に同意
しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

「財務諸表の公表の承認日」を後発事象の対象期間の終期とする本公開草案の方向性に
は、条件付きで同意します。後発事象の対象期間を明確化し、かつ国際的整合性と実務上
の効率性を確保するという貴委員会の狙いは、現下の実務課題を解決する重要な提案であ
ることから、その趣旨に深く賛同します。 
ただし、「承認日」という呼称については慎重な検討が必要と考えます。この表現は会社

法等で既に規定されている各種の承認概念と混同されるおそれがあり、また、実務におい
て後発事象の評価が不十分なまま形式的な承認が先行するリスクを内包しています。結果
として、財務諸表の正確性や信頼性を損なう可能性が懸念されます。 
そこで、呼称を「後発事象の評価終了日」に変更することを提案します。この表現は会

社法上の承認概念との混同を防止するだけでなく、企業に対して「この日までに評価を完
了させる」という明確な行動意識を喚起します。形式的な承認による形骸化リスクを低減
しながら、貴委員会の意図を損なうことなく、むしろ実務での確実性と説明可能性を高め
る効果が期待できます。 
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質問 2（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期間
に関する質問） 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発事象
の対象期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意しますか。同意しない場合に
は、その理由をご記載ください。 

 
会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発事象

の対象期間を確認日までとする適用指針案については、反対の立場を表明します。 
「確認日」導入の狙いである会社法上の承認規定との混同回避や監査実務との順序関係

の整理については理解しておりますが、その目的は既存の「財務諸表の公表の承認日」の
枠組み内でも十分に達成可能です。新たな呼称の導入は必要性に乏しく、また以下の理由
から実務上の混乱を招くおそれがあります。 
第一に、会社法開示において「財務諸表の公表の承認日」と同一日付に異なる呼称を付

すことは、実務的な混乱の原因となります。第二に、会計監査人設置会社では「財務諸表
の公表の承認日」は監査報告書日後に設定できず、また、重要な後発事象があれば反映後
に再設定する必要があるため、実質的に監査報告書日に収斂します。したがって、「確認
日」を独立して設定する意味はほとんどありません。第三に、同様の構造は金融商品取引
法に基づく財務諸表にも適用されることから、「確認日」概念は制度間の整合性を損なう
リスクがあります。 
これらの課題を解決するため、質問 1の回答のとおり「財務諸表の公表の承認日」の呼

称を「後発事象の評価終了日」に統一することを提案します。この表現であれば会社法開
示と金融商品取引法開示の双方に適用でき、また制度的な整合性と実務の合理性を両立さ
せながら、貴委員会が意図する混同回避と実務安定化も同時に実現できます。 
 

質問 3（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する質
問） 

本適用指針案の会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに
関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 
また、後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日後に生
じた修正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご記載くださ
い。 

 
会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象を開示後発事象に準じて取

り扱うという適用指針案については、反対の立場を表明します。 
本提案が会社法と金融商品取引法の二重構造に起因する現実的課題への対応として提示



されたことは理解しますが、そのまま基準化した場合、将来の制度上の柔軟性を著しく制
限する重大な懸念があります。 
第一に、この例外措置は長年の懸念事項であり、今回の基準化によって固定化される

と、将来の撤廃が極めて困難になります。確認日後に生じた修正後発事象を金融商品取引
法の財務諸表の数値に反映する道が事実上閉ざされることは、投資家への説明責任の観点
から決して望ましくありません。 
第二に、本提案は会計基準の規定を適用指針レベルで事実上上書きすることから、基準

体系上の階層性を損なうおそれがあります。さらに深刻な問題として、「財務諸表の公表の
承認日」の注記を導入した場合、その日まで後発事象に対応していると宣言しつつ、確認
日後に生じた修正後発事象は財務諸表の数値に反映しないという矛盾した構造が生じま
す。これは特に海外投資家からの誤解や不信を招きかねません。 
第三に、会社法と金融商品取引法との後発事象の評価期間は構造的に一致しないため、

単一性の維持は原理的に不可能です。現行の単一性維持の思想に固執する限り、この例外
措置を巡る問題は根本的に解消されないばかりか、将来の基準改正時にも継続的な制約と
なります。実際、IFRS会計基準を採用する日本企業では、既に二制度間で異なる数値が報
告される事例が存在し、かつ、監査報告書や KAM でも問題視されていないことから、単
一性の絶対視は現状の実務実態にそぐわないといえます。 
これらの課題を根本的に解決するため、後発事象の評価終了日を会社法と金融商品取引

法で構造的に一致させるのではなく、「重要な修正後発事象が発生した場合には財務諸表
の数値に反映する」ことを原則とする設計を提案します。これにより、企業が説明責任を
果たしつつ、将来の基準変更にも柔軟に対応できる枠組みが構築できます。 
 

質問 4（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案及び第一種中間財務諸表等における開示の提案に同意
しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 
本会計基準案の開示に関する提案については、条件付きで同意します。「開示後発事象が

発生した場合に当該開示後発事象が将来の企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況に及ぼす影響を財務諸表利用者が理解できるようにする」という開示目的は、
投資家保護と市場の透明性確保の観点から極めて重要であり、全面的に賛同します。 
しかしながら、確認日後に生じた修正後発事象を開示後発事象に準じて注記する場合、

現行の文言のままでは国際的比較可能性や透明性の観点で重要な課題が残存します。具体
的には、IFRS会計基準との差異、すなわち確認日後に生じた修正後発事象が金融商品取引
法の財務諸表の数値に反映されないことが特に海外の利用者に十分認識されないリスクが
挙げられます。これが利用者の意思決定に悪影響を及ぼす可能性があること、一方で企業



が自発的に当該差異を説明するとは期待しづらいため運用でカバーされないことが挙げら
れます。 
したがって、仮に質問 3への回答で指摘した根本的な課題が解決されない場合であって

も、最低限の透明性を確保する措置として「修正後発事象でありながら開示後発事象に準
じた取扱いである」旨を注記に明記することを基準上で明文化することを提案します。こ
の一文を加えることで、透明性の確保、国際的な比較可能性の維持、利用者の誤解防止が
同時に実現できるため、貴委員会が目指す「有用性の高い情報提供」をより確実に担保で
きると考えます。 
 

質問 5（適用時期等に関する質問） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由
をご記載ください。 

 
本公開草案の適用時期等に関する提案については、同意できません。会計監査人設置会

社における確認日後の修正後発事象に関する特例的取扱いを温存したまま適用時期を設定
することには、重大な懸念があります。 
この特例の根拠とされる「単一性」の維持は、会社法と金融商品取引法の構造的相違に

より原理的に成立し得ません。その結果、重要な修正後発事象であっても財務諸表に反映
できない状況が会計制度として固定化され、また、利用者は不完全な情報に基づく意思決
定を余儀なくされます。一度制度として定着した慣行は、実務上の既得権益や運用コスト
の観点から将来的な変更が極めて困難になることは、過去の経験からも明らかです。 
日本初となる後発事象に関する包括的な会計基準を策定するこの機会こそ、長年の懸念

事項を解消することにより、国際基準との整合性を抜本的に高める絶好の契機です。重要
な修正後発事象については、確認日後であっても金融商品取引法の財務諸表の数値に反映
できる設計を基準策定時から導入すべきです。これにより、財務諸表の完全性と利用者保
護の確保、国際的な比較可能性と信頼性の向上、経営者の説明責任の実質化が同時に実現
できます。 
 

質問 7（補足文書（案）に関する質問） 

仮に日本公認会計士協会により監基報 560実 1が廃止された場合に、補足文書を公表す
る提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 
日本公認会計士協会により監基報 560 実 1が廃止された場合の補足文書公表について

は、条件付きで賛同します。実務で長年活用されてきた「開示後発事象の例示及び開示内



容の例示の内容」を貴委員会の補足文書として継承することは、実務界にとって極めて有
益であることから、その継続性を確保する意図に深く賛同します。 
ただし、2009年から実質的に更新されていない例示や内容を、現行の企業会計基準等と

の照合なしにそのまま掲載することには慎重であるべきです。この 16 年間で数多くの会計
基準の新設や改正が行われているため、監基報 560 実 1の例示や内容には現行制度と整合
しない項目が含まれています。利用者が誤って古い情報をそのまま適用することで不適切
な開示が定着するリスクや、貴委員会による発行文書が現行基準と齟齬を抱えたまま長期
利用されることによる会計基準全体の信頼性への波及効果も懸念されます。 
これらの懸念を最小限に抑えるため、公表前に現行基準との明確な齟齬を最低限修正し

た「最小限の更新版」として発行するか、あるいは初版は移管時点の内容で公表しつつも
将来的な更新方針を明示するかを提案します。いずれの方法も、利用者が現行基準と整合
した信頼できる参照資料を手にすることを可能とするため、貴委員会の実務支援機能をよ
り効果的に発揮させることにつながります。 

以上 


	質問1（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問）
	質問2（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期間に関する質問）
	質問3（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する質問）
	質問4（開示に関する質問）
	質問5（適用時期等に関する質問）
	質問7（補足文書（案）に関する質問）

